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大卒女性 の就業継続への心的要因

一 理 想 の キ ャ リアパ ター ンに注 目 して 一

中 島 由 佳

要約

本研究は、大卒女性の結婚 ・出産を機に、就業継続型 と退職型の二極化することの

要 因として、①理想のキャリアパ ター ン、②仕事におけるや りがいに注 目した。や り

がいの機序 としての 目標達成 プロセスの存在を想定 した上で、本研 究は、理想 とする

キャリアパ ター ンの相違 による(1)就 職活動中 ・就職後の心的 ・行動的要因、や り

がいの相違(2)仮 説モデルのデータへの当てはまり(3)仮 説モデルの各変数問の関

係の相違 の検証を行った。

女子大生に対 し、就職活動中、入職3～5カ 月後お よび入職9～11カ 月後の3回 、

質問紙調査 を行い、有効 回答が得 られた208名 のデータについて分析 を行った。

多変量分散分析および多母集団同時分析の結果、継続群 と中断群は ともに、就職活

動時 に抱 いた挑戦志 向が直接 に、あるいは意思 を媒介 として職務遂行(向 目標行動)

を促 し、 さらに仕事 におけるや りがいにつながることが明 らか となった。 また、中断

群 と継続群の違い として、気晴 らし・サポー ト利用 と職務遂行 との関係が示唆された。

一方、退職群においては、対人志 向に表 される 「様 々なひととの出会い」が就職の動

機であ り、それが意思に媒介 されて、職務の遂行 を促すことが示唆 された。

キーワー ド 大卒女性、就業継続、理想のキャリアパ ター ン、

断調査

目標達成プロセス、縦

問題と目的

大卒女性の就労継続 ・中断の要因

日本女性の労働力率は、20代 前半が最 も高 く、20代 半ばか ら30代後半の出産 ・育児
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期 に減少 し、子育てが一段落 した40代 に再び増加 した後 に老年期 に向かい下降する、

いわゆる 「M字 型」の曲線を描 くことが特徴的 とされる。 このM字 型の労働力率の曲

線 は、諸外 国に比べ 日本で顕著なパ ター ンであ り、結婚 ・出産で退職 し、育児後再就

職する、いわゆる 「中断再就職型」 ライフス タイルをとる女性が多いことを示す。経

済的動向の変化や社会政策の効果等 もあ り、近年、 日本の女性のM字 型曲線は緩和の
ユ

傾 向にある。その中で、大卒(短 大 ・大学 院卒を含 む)女 性の就労は、結婚 ・出産退

職後 も労働市場 に復帰 しない傾 向を示 し(厚 生労働省,2005)、 労働力率は、30歳 代

に落ち込んだまま上昇 をほとんど見せ ないL字 に近い曲線を描 く。

大卒女性の再就職が進 まない ことの要因のひ とつとして、大卒女性 は正規での再雇

用 を望む者の割合が高 く(厚 生労働省,2005)、 自らの資格 ・専門性 を活か して、再

就職後 も退職前 と変わ らぬ仕事がで きることを望む点にある(柳 井,2001)。 しか し、

女性再就職者の正規雇用 には年齢制限が設 けられている場合が多 く、第一子出産の年

齢が高い傾向にある大卒女性 に不利 となっている(脇 坂 ・奥井,2005)。 また、数年

の就労の空白も即戦力 としての雇用を難 しくする(柳 井,2001)。

このため、大卒女性の就労 は、結婚 ・出産にかかわらず就業 を継続する者 も多い半

面、ひ とたび退職すると、就業継続を望みなが らも労働市場への復帰 を果 たせ ないと

いう二極分化 した大卒女性の就労形態が生 じる。大卒女性の場合、 ライフイベ ントを

経 て仕事 を継続で きることが、就労継続の要因 となることがうかがえる。

大卒女性の退職理由 として最 も多いのが 「仕事 にや りがいがなかった」、次点が

「もともと結婚のときに退職す るつ もりだった」であるとの報告がある(厚 生労働省,

2000)。 女性 は結婚、出産 などの ライフイベ ン トに直面 して初 めて就労継続の可否 を

考 えるわけではない。就職活動 を始めるに当たって、女性はそれ らのライフイベ ン ト

と就労 とのバ ランスに関する理想のキャリアター ンを選択 ・設計する(吉 原,1995)。

この理想のキャリアパ ター ンの分類の仕方として、結婚 ・出産に関わ りな く就労の継

続 を望む 「就業継続型」、結婚 ・出産 を機に退職 し、子育て を経て再 び就労す る 「再

参入型」(中 断型)、 結婚 ・出産 を機に退職 し、労働市場 に戻 らない 「退職型」がある

(鈴木,1996)。 正規就職者の場合、大卒時にライフイベ ントに際 しての就業継続 を希

望 していた者の57.1%が 実際に就業を継続するのに対 し、出産後の仕事の中断を希望

していた者 の47.2%が 実際 に出産後仕事 を中断 しているな ど(日 本労働研究機構,

1998)、 就職活動時に想定 したキャリアパ ター ンは、就職後の就労 を規定す る。

また、仕事の 「や りがい」 も理想のキャリアパ ターン以上 に、就業の継続を規定す

1厚 生労働省 の報告書 には、短大卒 、大学 院卒 も 「大卒」 として統計 データ上 で扱 われているため、

同省 か らの統計 データを引用す る際は、短大卒、大卒、大学 院卒 も含 めての 「大卒」 という文言

を本研究 で も用 いた。
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る。高学歴女性では、 このや りがいを最 も大 きく感 じるのは 「自分の仕事が評価 され

た」、「仕事の達成感を味わった」、ついで 「職場の人間関係が良い」ときとされる(日

本労働研究機構,1998)。

「や りがい」に至るプロセスについての仮説

ところで、「や りがい」 とは、仕事 における所与の 目標の達成に より得 られ るもの

であると考え られる。また、仕事における目標 の達成 には、そ こに至 るまでの心理

的 ・行動的なプロセスが存在することが考えられる。

この 目標達 成 プロセスにおけ る心的 ・行動 的要 因の関係性 について中島 ・無藤

(2007)、 中島(2011)は 、「なぜ就職をす るのか」 との就職動機に焦点づけ、生涯 コ

ン トロール理論(Heckhausen&Schulz,1993,1995な ど)に 基づ いて説明 している。

生涯 コントロール理論は、Baltes&Baltes(1984)の 論ずる選択性 ・補償性にコン ト

ロール理論(Rothbaum,Weisz,&Snyder,1983)の1次 ・2次 コン トロールの考 え

を融合 させ た、目標遂行 とその過程でのス トレス対処についての生涯発達モデルであ

る。Heckhausenは 、 目標遂行における心的 ・行動的方略およびその関係 を4つ のコ
2

ン トロール方略によって明確化す る。すなわち、 目標の遂行 においては、心的作用で

ある意思(選 択2次)が 、目的達成への行動である向 目標行動(選 択1次)、 サポー ト・

気晴 らし利用(補 償1次)に 寄与することにより、ひとは自分の行動 によって環境 を

変化 させ、 目標 を達成 しようとす る。このような生涯 コン トロール理論 を援用 して中

島 ・無藤(2007)は 、就職活動中の就業動機か ら就職達成へ と至 る目標達成プロセス

について、また中島(2011)は 、就職活動時の就業動機、就職後の職務 における心的 ・

行動的要因か らなる 目標達成 プロセスが職場での初期適応に与える影響について説明

している。仕事へのや りがいが職務上の所与の 目標達成の結果得 られるのであるとす

れば、ここにも中島(2007,2011)の 論 じる目標達成プロセスが介在 していることが

考 えられる。

ところで、 この ような仕事 における 目標達成プロセスは、就職活動時の理想のキャ

リアパ ター ンによって異 なる ものであろうか。結婚 ・出産後の就労継続 を望む、いわ

ゆる 「継続群」は、それを実現 しうる手立てを就職活動時 より模索する(吉 原,1995)。

このような 「継続群」 と、結婚 ・出産 を機 に仕事 を一時中断する 「中断群」、退職 し

て労働市場 に戻 らない 「退職群」 とでは、就職活動 における就業動機、入職 してか ら

2中 島(2005)の コ ン トロー ル尺 度 はHeckhausen&Schulz(1993,1995)の 生 涯 コ ン トロ ー ル理

論 に準 じて作 成 さ れ、 選 択1次 、補 償1次 、選 択2次 、 補 償2次 の下 位 尺 度 よ りな る。 抽 象 性 を

避 け尺 度 の 内容 を よ り具 体 化 す る た め、 中 島(2011)に お い て、 選 択1次 は 向 目標 行 動 、 補 償1

次 は サ ポ ー ト ・気 晴 ら し利 用 、 選 択2次 は意 思 、補 償2次 は肯 定 的解 釈 に改 名 さ れ た。
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の心的 ・行動的要因、 さらにはや りがいに至るまでの 目標達成プロセスの各変数の働

きや関係性 に相違があることが考 えられる。

そ こで本研究 は、や りがいお よび 目標達成 プロセスの各変数 とその関係性 につい

て、理想のキャリアパ ター ン3群(退 職群、中断群、継続群)に よる相違の検証 を目

的とする。

まず、(1)や りがいお よび目標達成プロセスの各変数(就 職活動中の就業動機、就

職後の心的 ・行動的要因)の 値の3群 間での相違 を検証する。

次に、や りがい と目標 プロセスの各変数の関係について、「①就職活動中の就業動

機が入職後の仕事における心的要 因 ・行動 に影響 し、② さらに仕事における行動がそ

の数 ヵ月後の仕事でのや りがいに影響する」との仮説モデルを構築 し、(2)3群 のデー

タへの仮説モデルの当てはま り、(3)仮 説モデルにおける各変数問の関係の、理想の

キャリアパ ターンによる異な りについて検証する。

中島(2007,2011)に 準 じ、本研 究ではキャリア志向(安 達,1998)の 挑戦志向お

よび対人志 向を就職活動 中の就業動機 として、コン トロール尺度(中 島,2005)の 意

思、向 目標行動お よびサポー ト・気晴 らし利用 を入職後の仕事における心的要因 ・行

動 として用 いる。 また、「や りがい」を構成する変数 として、先行研究の知見か ら 「仕

事有意義感」、「仕事への満足感」、「職場満足感」、お よび 「転職願望」 を用いる。

本研究では、就職活動 中、新規入職者が研修 などをほぼ終 え、各職場にほぼ配属 さ

れ終えた時期、入職後ほぼ1年 経つ時期の3時 点で調査 を行い、 目的達成 プロセスと

仕事におけるや りがい との関係 を縦断的に明 らかにする。

方 法

就職活動 を行 った大学生、短期大学生に対 し、就職活動中、入職後2回 の計3回 に

わた り、質問紙調査 を行 った。

Time1(T1)就 職活動中

調査時期 と対象者2004年3月 に卒業予定の近畿 圏および首都圏の短期大学2年 生

251名(1校)、 大学4年 生の女子217名(11校)を 対象 に、2004年1月 か ら3月 にか

けて質問紙調査 を実施 した。質問紙の回収 は、短期大学では授業 中に質問紙を配布 し

授業終了後 に回収、大学では授業 中に質問紙を配布 し授業終了後 に回収、ゼ ミでの留
ヨ 　

め置 き、 メールなどにより行 われた。また、氏名、連絡先を明記 して もらい、就職状

3メ ールによる質問紙へ の回答 を希望 した対象者 には、指 定されたメールア ドレスに質問紙 を添付

書類 として送信 し、 回答 された ものを再 び添付書類 として返信 して もらった。

4調 査 は、個 人情報保護法 の制 定(2005年4月)以 前 に行 われたが、心理学研 究の倫理 に従 い、調
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況 について、質問紙 回答の時点で就職が決定 していなかった者に対 しては2004年4月

に問い合 わせ た。質 問紙 の回収率 は91.23%で あった。入職 を希望せず就職活動 を

行 っていない者お よび就職状況が不明な者の回答、無効 回答 などを除いた結果、有効

回答は394名(短 大2年 生222名 、大学4年 生172名)で あった。

質問紙の構成 フェイスシー トに加 えキャリア志 向および就職活動 中の心的 ・行動

的要因の測定を行った。 キャリア志向の測定には、安達(1998)の 就業動機尺度の4

下位尺度のうち、"な ぜ就職す るのか"と い うキャリアへの志向であ る挑戦志向 と対

人志向を使用 した。就業動機尺度は構成概念妥当性が確認 されてお り、信頼性 は各下

位尺度の α係数が.82～.91で あった(安 達,1998)。 すでに就職を決定 していた者 に

対 しては"そ う思った"、"そ うした"な どの過去形の表現、就職活動 を継続 していた

者 に対 しては"そ う思 う"、"そ うす る"な どの現在形の表現 を用いて測定 し、挑戦志

向8項 目および対人志 向8項 目に対 し"か なりそ うだ"か ら"そ うではない"ま での

4件 法で回答を求めた。 また、就職活動 中の心的 ・行動的要因の測定 には中島(2005)

のコン トロール尺度の うちの意思、向 目標行動、サポー ト・気晴 らし利用を使用 した。

コントロール尺度(中 島,2005)は 構成概念妥当性が確認 されてお り、 また信頼性 に

つ いて は、各 下位 尺 度の α係 数 は.72～.84、 再 テス ト法 に よる相 関係 数(r)は

.60～.81で あった。行動方略である向 目標行動6項 目、サポー ト・気晴 らし利用5項

目は"よ くそ うす る"か ら"そ うしない"ま で、心 的方略である意思7項 目は"か な

りそうだ"か ら"そ うではない"ま での5件 法で回答を求めた(各 測度は、すでに就

職 を決定 していた者に対 しては"そ う思 った"、"そ うした"な どの過去形の表現、就

職活動 を継続 していた者 に対 しては、"そ う思 う"、"そ うす る"な どの現在形の表現 を

用 いて測定 した)。

Tl時 点での就職達成状況 は、就職 内定が解禁 となる2003年10月 までに就職 を決定

した者 は138名 、平成2004年3月 までに就職 を決定 した者120名 、4月 の時点で未決定

だった者136名 であった。この就職状況 を目的達成過程における結果状況 と見な し、

2003年10月 までの就職決定に3点 、2004年3月 までの就職決定に2点 、2004年4月 時

点での就職未決定に1点 を付与 し、就職達成状況 を表す指標 とした。

Time2(T2)入 職3～5カ 月後

調査時期 と対象者 第2回 目の調査時期 は、新規入職者が研修 などをほぼ終 え、各

職場にほぼ配属 され終 えた時期である2004年7月 ～9月 に実施 した。質問紙はT1の

394名 に対 して、郵便 またはメールにより送付 ・回収 された。275名 か らの回答があ り、

査対象者 の氏名 、連絡先 な どの個 人情報 が外部 に流 出 しないよ う管理 には細心 の注意 を払 い、ま

た調査以外 の 目的にはこれ らの情報 を使用 しなかった。
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質問紙の回収率 は69.80%で あった。就職 しなかった者の回答などの無効回答な どを

除いた結果、有効回答は236名 であった。

質問紙の構成 フェイスシー トに加 え、中島(2005)の コントロール尺度のうちの

意思、向 目標行動、サポー ト・気晴 らし利用を使用 し、入職後の心的 ・行動的要因の

測定を行った。入職後の仕事 に対するコン トロール方略について、職務中の方略測定

に即するよう表現を一部改め、行動方略である向 目標行動6項 目、サポー ト・気晴 ら

し利用5項 目は"よ くそ うす る"か ら"そ うしない"ま で、心的方略である意思7項

目は"か な りそうだ"か ら"そ うではない"ま での5件 法で回答 を求めた。

Time3(T3)入 職9～11カ 月後

調査時期 と対象者 第3回 目の調査時期 は、年度末の繁忙期 を控えた2005年1月 ～

3月 に実施 した。質問紙 はT2の236名 に対 して、郵便 またはメールにより送付 ・回

収 された。219名 か らの回答があ り、質問紙の回収率 は91.53%で あった。無効 回答 な

どを除いた結果、有効回答は208名 であった。

質問紙の構成 フェイスシー トに加 え、仕事有意義感 を"辛 く不毛"、"辛 いほ うが

多 く、あ まり意義は感 じられなかった"、"苦 しいが成長 した"、"成 長できる良い体験"

の4件 法、仕事満足感お よび職場満足感 を"満 足 していない"か ら"と ても満足 だ"ま

での4件 法、転職願望を"ま った く転職 については考 えていない"、"転 職 したい と思

うことはあるが、具体 的には考えていない"、"転 職先の情報を集めるな ど、具体的に

転職を考えている"、"半年ほどの問に転職する予定で、ほぼ具体的に話が進 んでいる"

の4件 法で回答 を求めた。

結 果

分析方法

T1か らT3ま での全ての調査 において有効 回答が得 られた208名 のデータのみ を分

析 に使 用 し、統 計パ ッケー ジSPSS(Ver.11.5)お よびAMOS4.0を 用いて分析 を

行 った。

就職状況

有効 回答者208名 の就職先は、一般企業68名 、サービス ・流通29名 、病院 ・医療25名 、

介護 ・福祉14名 、教育機 関16名 、幼稚園 ・保育園48名 、公務員8名 、であった。

理想のキャリアパターン

分析 に使用 した208名 の就職活動中の理想のキャリアパ ターンは、結婚 ・出産に伴

い退職 し、再就労は望 まない 「退職群」35名 、結婚 ・出産に伴い就労 を一時中断 した

後 に再就労 を望む 「中断群」94名 、結婚 ・出産 して も就労の継続 を望 む 「継続群」79
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名 で あ っ た 。

各 測 度 の 検 討

キ ャ リア 志 向 確 認 的 因 子 分 析 を 行 っ た と こ ろ、 指 標(GFIニ.860,AGFIニ.812,

CFI=.819,RMSEA=.087)で 、 モ デ ル の デ ー タへ の 適 合 性(豊 田,1998)は 悪 く

な か っ た 。 各 志 向 の 代 表 的 な項 目 お よ び 信 頼 性 係 数(Cronbachの α)をTable1に

記 す 。

コ ン ト ロ ー ル 尺 度 確 認 的 因 子 分 析 を 行 っ た と こ ろ、 指 標(Tl:GFI=.899,

AGFI=.866,CFI=.862,RMSEA=.058;T2:GFI=.882,AGFI=.844,CFI=.877,

RMSEA=.068)で 、 モ デ ル の デ ー タへ の 適 合 性(豊 田,1998)は 悪 く な か っ た 。 各

コ ン トロ ー ル 方 略 の 代 表 的 な 項 目お よ び信 頼 性 係 数 をTablelに 記 す 。

Table1各 尺度の代表的な項目と信頼性係数

〈キャリア志向〉

挑戦志向(T1:α=.79)

努力や能力を必要 とする仕事が したい

世間で非常に難しいとされている仕事 をや り遂げたい

誰かの案に従 うのでなく、 自分で計画を立てるような仕事が したい

仕事で成功するためには決 して努力を惜 しまない

対人志向(T1:α=.75)

常に多 くの人 との出会いがある仕事をしたい

仕事を通 じていろいろなひとに出会いたい

仕事に就 くのはひととの接触 を持っていたいからだ

職場では周 りの人々との調和が何よりも大切だ

くコントロール方略 〉

意思(T2:α ニ.78)

なかなか うまく行かなくても、努力 してがんばることが大事だ

自分の夢や将来のためだか ら、つらくてもが まんする

とうてい うまく行かなそうでも,納 得するまであ きらめない

たいへんなことも一生懸命がんばる

向目標行動(T2:α ニ.71)

仕事に必要な知識、情報は積極的に収集する

うまくいかないときは、なぜ だめか考えてその後に役立てる

実現可能な短期的な目標 を立てて実行する

長期的な計画を立てて、視野に入れてお くようにする

サポー ト・気晴 らし利用(T2:α ニ.75)

行き詰った り不安なときは誰かに話を聞いてもらい気を持ち直す

思うように行かなくて落ち込んだら、友だちとしゃべったり食事する

落ち込んだら好きなことをしてス トレスを発散する

思うように行かなくて焦ったら誰かに相談してまたがんばる
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Table2変 数 の相 関係 数 と平均 値,標 準 偏差

0 ●o 0 ⑧ 平均値 標準偏差

①Tl挑 戦志 向 一

②Tl対 人志 向.27***

③T2意 思.43***

④T2向 目標行動.46***

⑤T2サ ポー ト・気晴 らし利用.11

⑥T3仕 事有意義感.28**

⑦T3仕 事満足感.12

⑧T3職 場満足感.06

⑨T3転 職願望 一.07

.33***一

.11.54***

.21**.35***

.08.23**

.ol.28***

.03.24**

.06-.24**一.18*

.37***

.33***.16*一

.24**.17*.56***一

.21**.16*.46***.76***一

一.10-.39***一.63***一.61***

2.78.49

3.18.45

3.68.52

3.70.53

4.10.60

3.19.61

2.77.81

2.80.88

1.89.77

*pG
.05**pG.01***pG.001

変数間の相関および基本統計量

各変数間の相関係数お よび各変数の平均値、標準偏差 をTable2に 記す。相関係数

お よび基本統 計量の分析 には各項 目の得点 の合計 を項 目数で除 した尺度得点 を用

いた。

挑戦志向と対人志向の問には弱い正の相 関が見 られ、ともに内発的な就業動機であ

るが独 立 した性格 を持つ こ とが伺 える。 またT1挑 戦志 向 とT2向 目標行動お よび

T2意 思の問には弱い～中程度の正の相 関、T1対 人志向 とT2意 思お よびT2サ ポー

ト・気晴 らし利用の問には弱い正の相関が見 られた。T2の 意思、向 目標行動、サポー

ト・気晴 らし利用の間には弱い～中程度の正の相関が見 られた。T3の 仕事有意義感

と仕事満足感、職場満足感の問には中～高いと正の相 関、転職願望 と他のT3変 数の

間には中程度の負 の相関が見 られた。T2の 意思お よび向目標行動 とT3の 各変数の

問には弱い相関が見 られた。

各変数 における群差

理想のキャリアパターンによる各変数の値の相違 を検証するため多変量分散分析 を

行 ったところ、3群 には有意な相違があった(wilks'λ=.806,F(2,206)=2.49.p

<.001)。 結果 をTable3に 示す。Tukeyの 多重比較の結果、T1挑 戦志 向、T2向 目

標行動、T3仕 事満足感 におい て群 問差が示 された(Figurel)。 就職活動時(Tl)

の挑戦志向は、継続群および中断群の方が退職群 よりも、 また中断群 よりも継続群の

方が値が高かった。就職後(T2)の 向 目標行動 では、継続群 は中断群 および退職群

に比べて値が高かった。 また、入職約10ヶ 月後(T3)の 仕事満足感 は、退職群 は中

断群、継続群に比べて値が低かった。
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Table3多 変量 分散 分析 の結 果

退職 群(n=35)中 断群(n=94)継 続群(n=79)

平均 標準偏差 平均 標準偏差 平均 標準偏差 F

T1挑 戦志向

T1対 人志向

T2意 思

T2向 目標行動

T2サ ポー ト・気晴らし利用

T3仕 事有意義感

T3仕 事満足感

T3職 場満足感

T3転 職願望

2.49

3.15

3.53

3.56

1:

3.06

2.43

2.60

1.86

.46

.49

.50

.59

.63

.64

.74

.88

.73

2.77.48

3.20.44

3.68.49

3.62.48

4.08.54

3.20.58

2.78.81

..

1.99.81

2.91.47

3.17.44

3.75.54

3.86.52

4.12.65

3.23.64

2.91.82

..

1.78.73

9.33***

.16

2.15

5.93**

.12

.93

4.42*

1.04

1.56

+pG
.1,*pG.05.

仮説モデルの分析

就職活動 中の目標達成志向の心的要因である挑戦志向と意思、入職4ヶ 月後の向 目

標行動、入職10ヵ 月後の仕事満足感の関係について構築 された仮説モデル(Figure2)

について構造方程式モデリングによる多重指標分析 を行った。分析の結果、モデルの

適合度指標 はGFI=.966,AGFI=.926,CFI=.979,RMSEA=.054で 、 データに対

するモデルの当てはまりは良かった(豊 田,1998)。

多母集団同時分析

データに対するモデルの当てはま りが良かった ことを受け、変数間の構造における
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Table4各 モ デル の適合 度指 標

Model GFIAGFICFIRMSEAAIC

Modell

Model2

Model3

.913

.910

'1:

.813

.823

:・

.952

.956

.955

.048236.83

.044228.30

.043226.54

理想のキャリアパ ター ン3群 間の相違を検証す るため、多母集団同時分析 を行った。

まず、いずれのパ ラメータに も等値制約 を課 さない配置不変のmodellに ついて分析

を行 ったところ、モデルの当てはま りは良 く(Table4)、3群 のデー タにおける共

分散構造の等質性が保証 された。そ こで、潜在変数(や りがい)か ら各観測変数への

パ ラメー タに等値制約 を課 した測定不変のmodel2、model2の 制約にT1挑 戦志 向

とT1対 人志向 との共分散 に等値制約 を加えたmodel3を それぞれ分析 し、各モデル

の当てはま りを比較 した(Table4)。 その結果、最 もAICが 小 さくデー タへのあて

はま りが良かったmodel3を 採択 した。キャリアパ ターン3群 の各因子間の標準化 さ

れたパス係数および共分散をFigure2に 記す。

次 に、3群 にお けるパ ス係数のパ ラメー タ問の差 に対する検定 を行った。その結

果、Tl挑 戦志向→T2向 目標行動のパスお よびT2意 思→T2向 目標行動へ のパスに

おいて、5%水 準で有意 となる絶対値1.96を 超 える検定統計量が見 られ た(Table

5)。Tl挑 戦志向か らT2向 目標行動へ の影響 は退職群 よ りも中断群および継続群の

方が、T2意 思か らT2向 目標行動への影響は継続群 よりも退職群の方が有意に強 い

ことが示 された。
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Table53群 の標準化されたパス係数および各パスのパラメータの差の検定統計量

退職群 中断群 差の検定統計量 有意確率

Tl挑 戦志向 →T2向 目標行動 一 .05 .34*** 2.11 <.05

退職群 継続群 差の検定統計量 有意確率

Tl挑 戦志 向 →T2向 目標 行動 一.05.42***

T2意 思 →T2向 目標 行動.58***.20*

2.79

2.61

<.05

<.05

***p<
.001,**pG.Ol,*p<.05

パ ラ メー タの差 の検 定統計 量 は,1 .96以 上 で5%水 準 で有 意。

注:群 間にお い て検 定統計 量 に有意 差 の出 たパ スのみ 記 した。

就職活動中のキ ャリア志向と入職後T2の 意思T1挑 戦志向か らはT2意 思 に対 し

て有意な正の影響が3群 とも見 られた。対人志向か ら意思に対 しては、退職群、中断

群のみで有意な正の影響が示 された。

就職活動中のキャリア志向と入職後T2の 行動方略T2向 目標行動に対 し、T1挑

戦志向か らは正の影響、対人志 向か らは負の影響が中断群、継続群のみで示 された。

T2サ ポー ト・気晴 らし利用 に対 しては、いずれの群で も対人志向か らの有意な影響

は見 られなかった。

入職後T2の 意思と行動方略 全 ての群において、意思 は向 目標行動、サポー ト・

気晴 らし利用 ともに有意 な正の関係 を示 した。サポー ト・気晴 らし利用 は、退職群、

継続群のみで向目標行動への有意 な正の関係を示 した。

入職後T2行 動方略と入職後T3の や りがい 中断群、継続群のみで、T2の 向 目標

行動はや りがいへの有意 な正の影響を示 した。いずれの群においても、サポー ト・気

晴 らし利用 はT3の や りがいへの有意な影響 を示さなかった。

考 察

本研究の 目的は、理想 とするキャリアパ ターンの相違 による(1)就 職活動 中 ・就

職後の心 的 ・行動的要因、や りがいの値の相違(2)仮 説モデルのデータへの当ては

まり(3)仮 説モデルの各変数問の関係の相違 の検証であった。

就職活動中 ・就職後の心的 ・行動的要因、や りがいのキャリアパターンによる相違

分析 の結果、T1挑 戦志向お よびT2向 目標行動は、継続群は中断群、退職群 より

も有意に値が高かった。就職に際 して結婚 ・出産後の就労継続 を織 り込んでキャリア

設計を行 う大卒女性 は、自分の能力を活かす ことを就職の動機づ けとし、入職後 も精

力 的に仕事 を行 っていることが うかが える。また、T3仕 事満足感で も、継続群は退

職群 よりも高かった。
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一方、中断群に注 目して結果を見た場合、T3仕 事満足感における継続群 との差 は

見 られなかった。 このことか らは、「自分の能力を生か したい」 との就職活動時の気

持 ちや実際の仕事における行動は継続群 よりも値が低いものの、や りがいの要因であ

る仕事満足感は継続群 と同等 に感 じていることが うかがえる。

や りがい感 と目標達成志向の各変数の関係

T1挑 戦志向と就職後 の変数の関係 中断群 ・継続群では、就職活動時の挑戦志 向

が就職後の意思お よび向目標行動 に肯定的な影響 を与えていた。就職活動 中の 「自分

の能力 を活か したい」、「「仕事で成功す るためには努力 を惜 しまない」な どの就職後

の仕事 に対する強い動機づけが、就職後の 「困難に直面 して も努力 し、がんばる」 な

どの意思 を介 して、あるいは直接的に、計画的かつ粘 り強い仕事ぶ りにつながってい

ることが うかがえる。 さらに、就職活動中の挑戦志 向は、就職後の意思および向 目標

行動 に媒介 されてや りがいにつなが っていた。 これにより、「就職活動 に際 しての自

分の仕事に対する強い動機づけが精力的な職務遂行 につなが り、 さらに仕事への満足

や有意義感 を生 む」 とい う、一貫 した流れがうかが える。中断群 と継続群 との間で、

これ らのパスのパラメータに有意な差 は見 られず、他の分析結果 も勘案すると、就職

活動時の就職動機、就職後の仕事ぶ りやや りがいの関係 において、中断群 と継続群の

等質性 は高い といえる。

一方で、結婚 ・出産 を機に職場 を退職するライフプランを就職活動時 より描いてい

た退職群では、就職活動時の挑戦志向は、就職後の向目標行動 との有意なつなが りが

な く、また、向目標行動か らや りがいへの影響 もみ られなかった。退職群 は、就職活

動時の挑戦志向、や りがいの どち らも継続群 ・中断群 より低 く、職務 における向 目標

行動 も継続群 より低 かった(Figure1)。 また、就職時の挑戦志向か ら職務での向 目

標行動へのパス も、継続群 に比べ て有意に影響力が低 い(Table5)。 これ らの分析

結果か らは、結婚 ・出産退職をライフプランに組み込み、人生の中で仕事 に従事する

期 間を限定的に捉えている退職群 は、就職活動時や職務での心理 ・行動において他の

群 と異 なることが示唆 される。

T1対 人志向と就職後の変数の関係 中島(2011)の 知見か らは、就職活動にあたっ

て抱いた 「様々なひとに出会うために仕事が したい」 との対人志 向は、意思に媒介 さ

れて職務遂行(向 目標行動)に つながっている反面、直接的には職務遂行 を低下 させ

る影響がみ られた。本研究においては、継続群では、就職活動中の対人志 向か ら就職

後の意思に対 して有意な効果はな く、向 目標行動 を低める働 きのみが見 られた。継続

群 にとっては 「自己の能力を活か して大変 なことがあって もくじけずに職務を遂行す

ること」 こそが重要 であ り、「様々なひとに出会いを大切 にしたい」 との対人志向が

高 くなると、かえって職務の妨げとなることが示唆される。
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一方、退職群 においては、就職活動 中の対人志向は就職後の意思に媒介 されて向 目

標行動 につながってお り、 また向目標行動 を直接的に低める効果 はない ことが見出さ

れた。退職群にとっては、「様々なひ ととの出会い」 こそが就職の動機であ り、それ

が 「仕事 をがんばろう」 との意思 につなが り、職務の遂行を促す ことが示唆 される。

職務 における行動 とや りがいの関係 「誰 かと話を して リフレッシュす る」、「好 き

なことをしてス トレス を発散する」な どのサポー ト・気晴 らし利用か らは、 どの群 に

おいて も、や りがいへの影響 は見 られなかった。 しか し、継続群 においては、サポー

ト・気晴 らし利用が職務遂行(向 目標行動)に 肯定的な影響 を与 え、それが仕事にお

いてのや りがいにつながることがうかがえる。一方で退職群 は、サポー ト・気晴 らし

利用が職務遂行を促す ものの、必ず しもそれが仕事のや りがいにつなが らないことが

うかがえる。 また、中断群においては気晴 らし ・サポー ト利用か ら向 目標行動へのパ

スは有意ではな く、気晴 らしや他者か らのサポー トが職務遂行の後押 しとはな らない

ことが明 らか となった。

まとめ

継続群 と中断群は ともに、就職活動時に抱いた挑戦志 向が直接 に、あるいは意思 を

媒介因 として職務遂行(向 目標行動)を 促 し、さらに仕事におけるや りがいにつなが

るこ とが明 らか となった。そ して、中断群 の向 目標 行動 の平均値 は継続群 よ りも低

かった ものの、就職の動機 と職務での心理 ・行動 との関係において、継続群 と中断群

の等質性は高いと考えられる。一方で、継続群 は 「息抜 き」が仕事の遂行 につながる

のに対 し、中断群は仕事 に励 むことによって継続群 と同 じようにや りがいを感 じてい

る ものの、息抜 きや他者か らのサポー トが職務遂行 に結びつかない点に、両群の違い

がみ られた。

退職群の 目標達成 プロセスには、継続群 ・中断群 との大 きな相違が見 られた。退職

群 は、「自分 の能力 を活か したい」 との挑戦志向の値が他群 よ りも低 く、 また、就職

後 の意思や行動 にも反映 されることはなかった。退職群においてはむ しろ、「多 くの

ひとと出会いたい」 との対人志向が仕事における意思に影響 を与 えていた。 この点に

おいて、退職群 と継続群 ・中断群では、「なぜ仕事 に就 くのか、仕事 に何 を求めるのか」

との仕事に対す る信念 が、就職活動 時よ り入職後 に至 るまで異 なるこ とが示 唆され

る。

最後に、結婚 ・出産に際 しての仕事継続の要因について再考 したい。村松(2000)

は、親 との同居の可能性や親や夫の協力の有無が、就労継続型か ら中断型、 また中断

型か ら継続型への理想のキャリアパ ター ンの変化 を規定することを報告 している。仕

事でのや りがいや信念において継続群 との等質性が高い中断群は、社会的環境の影響

次第で仕事 を継続する可能性が十分にあることが村松(2000)知 見か らはうかが える。
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スキルや経験を積み重ねた大卒女性は貴重 な労働力であ り、就労意欲の高い大卒女性

の就労継続 を促進するための政策は必須である。

本研究の限界

本研究では、理想のキャリアパ ター ンによる相違 を検証することを 目的とした。 し

か し、結婚 ・出産を機に一時的に仕事 を中断する理 由として、「中断を余儀 な くされ

る」のみでな く、「育児や子 どもの養育 に専念 したい」などの仕事役割 に対す る家庭

役割の優先(村 松,2000)も その理 由であることを踏 まえてお く必要がある。 また、

仕事 におけるや りがいには、本研究で扱 った変数以外に も様々な要因が考えられる。

本研 究における仮説モデルのデータへの適合性 は良かったが、仕事におけるや りがい

の機序 を最 も良 く表現す るモデルの一つに過 ぎない点に留意する必要がある。
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